
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（単位：千円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 505,762,201   固定負債 130,313,030

    有形固定資産 486,024,840     地方債 109,656,119

      事業用資産 185,726,431     長期未払金 18,063

        土地 86,394,504     退職手当引当金 18,306,505

        立木竹 4,149,641     損失補償等引当金 0

        建物 213,776,817     その他 2,332,343

        建物減価償却累計額 △ 137,552,822   流動負債 17,114,973

        工作物 33,931,576     １年内償還予定地方債 10,847,295

        工作物減価償却累計額 △ 17,734,049     未払金 2,643,091

        船舶 0     未払費用 298,109

        船舶減価償却累計額 0     前受金 57,235

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 2,236,998

        航空機 0     預り金 229,958

        航空機減価償却累計額 0     その他 802,287

        その他 3,393,031 負債合計 147,428,003

        その他減価償却累計額 △ 3,077,824 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,445,557   固定資産等形成分 514,744,879

      インフラ資産 291,398,214   余剰分（不足分） △ 126,318,184

        土地 75,274,550   他団体出資等分 49,288

        建物 6,313,827

        建物減価償却累計額 △ 2,873,270

        工作物 448,806,327

        工作物減価償却累計額 △ 239,869,597

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 3,746,377

      物品 33,504,594

      物品減価償却累計額 △ 24,604,399

    無形固定資産 586,325

      ソフトウェア 554,270

      その他 32,055

    投資その他の資産 19,151,036

      投資及び出資金 2,434,275

        有価証券 2,277,153

        出資金 126,956

        その他 30,166

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 1,027,319

      長期貸付金 67,041

      基金 15,670,098

        減債基金 0

        その他 15,670,098

      その他 88,168

      徴収不能引当金 △ 135,865

  流動資産 30,141,605

    現金預金 14,380,489

    未収金 5,780,595

    短期貸付金 0

    基金 8,982,678

      財政調整基金 8,982,678

      減債基金 0

    棚卸資産 883,832

    その他 154,811

    徴収不能引当金 △ 40,800

  繰延資産 180 純資産合計 388,475,983

資産合計 535,903,986 負債及び純資産合計 535,903,986

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和５年４月  １日
至　令和６年３月31日

科目名 金額
  経常費用 200,924,181
    業務費用 90,103,978
      人件費 34,173,016
        職員給与費 21,965,565
        賞与等引当金繰入額 2,162,220
        退職手当引当金繰入額 1,098,040
        その他 8,947,191
      物件費等 52,811,462
        物件費 30,568,880
        維持補修費 2,870,780
        減価償却費 18,390,227
        その他 981,575
      その他の業務費用 3,119,500
        支払利息 719,991
        徴収不能引当金繰入額 148,760
        その他 2,250,749
    移転費用 110,820,203
      補助金等 57,091,872
      社会保障給付 52,696,474
      他会計への繰出金 0
      その他 1,031,857
  経常収益 33,006,408
    使用料及び手数料 24,745,080
    その他 8,261,328
純経常行政コスト 167,917,773
  臨時損失 237,773
    災害復旧事業費 162,122
    資産除売却損 52,426

    その他 35,364
純行政コスト 167,236,483

    投資損失引当金繰入額 0
    損失補償等引当金繰入額 0
    その他 23,225
  臨時利益 919,063
    資産売却益 883,699



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 388,884,046 512,289,213 △ 123,454,455 49,288

  純行政コスト（△） △ 167,236,483 △ 167,236,483 0

  財源 165,124,914 165,124,914 0

    税収等 96,321,359 96,321,359 0

    国県等補助金 68,803,555 68,803,555 0

  本年度差額 △ 2,111,569 △ 2,111,569 0

  固定資産等の変動（内部変動） 1,395,995 △ 1,395,995

    有形固定資産等の増加 15,385,549 △ 15,385,549

    有形固定資産等の減少 △ 18,483,451 18,483,451

    貸付金・基金等の増加 6,148,121 △ 6,148,121

    貸付金・基金等の減少 △ 1,654,224 1,654,224

  資産評価差額 △ 116,759 △ 116,759

  無償所管換等 221,876 221,876

 他団体出資等分の増加 0 0

 他団体出資等分の減少 0 0

  その他 1,598,389 954,554 643,835

  本年度純資産変動額 △ 408,063 2,455,666 △ 2,863,729 0

本年度末純資産残高 388,475,983 514,744,879 △ 126,318,184 49,288

連結純資産変動計算書
自　令和５年４月 １日

至　令和６年３月31日



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

比例連結割合変更に伴う差額

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

連結資金収支計算書
自　令和５年４月 １日
至　令和６年３月31日

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 181,578,088
    業務費用支出 70,797,239
      人件費支出 33,627,933
      物件費等支出 34,267,795
      支払利息支出 719,988
      その他の支出 2,181,523
    移転費用支出 110,780,849
      補助金等支出 57,100,691
      社会保障給付支出 52,699,112
      他会計への繰出支出 0
      その他の支出 981,046
  業務収入 194,445,814
    税収等収入 95,005,716
    国県等補助金収入 65,820,565
    使用料及び手数料収入 25,395,165
    その他の収入 8,224,368
  臨時支出 184,845
    災害復旧事業費支出 162,122
    その他の支出 22,723
  臨時収入 0
業務活動収支 12,682,881
【投資活動収支】
  投資活動支出 19,742,139
    公共施設等整備費支出 13,683,243
    基金積立金支出 4,022,037
    投資及び出資金支出 2,006,684
    貸付金支出 24,400
    その他の支出 5,775
  投資活動収入 5,171,462
    国県等補助金収入 2,374,449
    基金取崩収入 1,670,706
    貸付金元金回収収入 60,897
    資産売却収入 904,385
    その他の収入 161,025
投資活動収支 △ 14,570,677
【財務活動収支】
  財務活動支出 13,055,060
    地方債償還支出 12,277,058
    その他の支出 778,002
  財務活動収入 11,895,380
    地方債発行収入 11,836,819
    その他の収入 58,561

1,443
58,242
59,685

14,380,489

財務活動収支 △ 1,159,680
本年度資金収支額 △ 3,047,476
前年度末資金残高 17,365,855

2,425
本年度末資金残高 14,320,804



 
 

連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 
 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品･････････低価法(先入先出法)による。 

  ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法による原価法によっています。 

 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物    3 年～50 年 



 
 

      工作物  7 年～60 年 

      物品   2 年～4 年 

    ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

  ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース契約 1 件あたりのリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     ･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

    長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期貸付金については、過去 5年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

  ② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

    ただし、一部の連結対象団体においては、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計 

   額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金 

   額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上しています。 

  ③ 賞与等引当金 

    翌年度 6 月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
 

（６） リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

（７） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 
 



 
 

２ 追加情報 

 

（１） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

富士山フロント工業団地 

第２期整備事業特別会計 
特別会計 全部連結 － 

森林財産特別会計 特別会計 全部連結 － 

鈴川財産区特別会計 特別会計 全部連結 － 

今井財産区特別会計 特別会計 全部連結 － 

大野新田財産区特別会計 特別会計 全部連結 － 

檜新田財産区特別会計 特別会計 全部連結 － 

田中新田財産区特別会計 特別会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

公共下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 
岳南排水路管理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 94.3% 

静岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.4% 

静岡地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.7% 

共立蒲原総合病院組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 41.0% 

土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

（公財）富士市振興公社 第三セクター等 全部連結 － 
（公財）富士市文化振興財団 第三セクター等 全部連結 － 
（一財）富士市勤労者福祉 

サービスセンター 
第三セクター等 全部連結 － 

富士川まちづくり（株） 第三セクター等 全部連結 － 
（一社）富士山観光交流ビューロー 第三セクター等 全部連結 － 

（一社）富士市救急医療協会 第三セクター等 全部連結 － 

（福）富士市社会福祉協議会 第三セクター等 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

① 特別会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象となりま

す。 

③ 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

④ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務



 
 

運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としていま

す。 
 

（２） 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 
 

（３） 表示単位未満の取扱い 

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 
 

 


